中国における電子商取引法の制定 : 立法過程の概観と日本法への示唆を踏まえて（日中対訳〔仮訳〕付） by 金 安妮






















　2019 年 （ 月に経済産業省が公表した「平成 30 年度我が国におけるデータ
駆動型社会に係る基盤整備（電子商取引に関する市場調査）」の報告書によ
れば、201（ 年度における日本国内の消費者向け電子商取引（BtoC-EC）の
市場規模 2 は、約 1（.0 兆円（前年約 1（.（ 兆円、前年比 （.9（% 増）、企業間電
子商取引（BtoB-EC）の市場規模 3 は、約 344.2 兆円（前年約 31（.2 兆円、前
年比 （.1% 増）という推計結果をそれぞれ記録しており、どちらも明確な拡
大傾向を示している。また、消費者向け電子商取引の市場規模の内訳 4 に着
目すると、物販系分野が約 9.3 兆円（前年約 （.（ 兆円、前年比 （.12% 増）、サー
ビス系分野が約 （.7 兆円（前年約 （.0 兆円、前年比 11.（9%）、デジタル系分



































局のデータによれば、201（ 年の中国全国における電子商取引の取引額 9 は、
前年比 （.（% 増の 31 兆 （300 億元（約 47（ 兆円）、インターネット小売市場の








て、201（ 年 （ 月に、電子商取引法が制定された。
（三）本稿の構成












議と、3 度のパブリックコメントの実施を経て、201（ 年 （ 月 31 日に開催さ
武蔵野法学第 11 号
32（ 34）
れた第 13 期全国人民代表大会常務委員会第 （ 回会議において可決・成立し、





























201（ 年 7 月 19 日、全国人民代表大会財政経済委員会は、第 49 回全体会議
を開催し、委員の意見による修正を加えた上で、当該草案を可決した。これ
を受けて、全国人民代表大会常務委員会は、国務院の各部門に対する意見聴









































　このような修正方針に基づいて、法律委員会は、2017 年 9 月 29 日と 10
































国家市場監督管理総局関係責任者が出席した 201（ 年 （ 月 （ 日の会議におい
て、常務委員会による審議と関係者の意見、そして 2017 年 11 月 7 日から
2017 年 11 月 2（ 日に実施されたパブリックコメントの結果を踏まえて、第











































































　第 13 期全国人民代表大会常務委員会は、201（ 年 （ 月 19 日に開催された
第 3 回会議において、上記の第三草案に関する審議を行った後、同年 （ 月
29 日から 7 月 2（ 日にかけてパブリックコメントを実施した。また、憲法・
法律委員会は、財政経済委員会、中央サイバーセキュリティ・情報化委員会
事務室、司法部、国家市場監督管理総局の関係責任者が出席した 7 月 2（ 日
の会議で、常務委員会による審議と各方面の意見を踏まえて、第三草案に関




























を講じなかったことによる罰金の金額を「（ 万元以上 20 万元以下、情状が
重い場合は、20 万元以上 （0 万元以下」から「（ 万元以上 （0 万元以下、情状

































を命じ、（ 万元以上 （0 万元以下の罰金に処することができる。情状が重い













　中国の電子商取引法は、上記のような立法過程を経て、201（ 年 （ 月 31 日
に第 13 期全国人民代表大会常務委員会第 （ 回会議において可決、成立した。
同法は、総則、電子商取引経営者（一般規定、電子商取引プラットフォーム
経営者）、電子商取引契約の締結と履行、電子商取引紛争の解決、電子商取
引の促進、法的責任、附則の計 7 章、（9 条から構成されており、その具体
的な規定内容は、以下の通りである。
【中国語原文】 【日本語仮訳】 



































































































































第二章 电子商务经营者 第 2 章 電子商取引経営者 






















































































































































































































































































































































第二节 电子商务平台经营者 第 2 節 電子商取引プラットフォーム経営者 
■第二十七条 电子商务平台经营者应当
要求申请进入平台销售商品或者提供服务



























































































































































































































































































































































































































































■第 44 条 電子商取引プラットフォーム経



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































■第 75 条 電子商取引経営者がこの法律











































































































■第 77 条 電子商取引経営者がこの法律





を没収し、5 万元以上 20 万元以下の罰金
に処することができる。情状が重い場合は、
20 万元以上 50 万元以下の罰金を併科す
る。 
 






めて是正を命じ、5 万元以上 20 万元以下
の罰金に処することができる。情状が重い場
合は、20 万元以上 50 万元以下の罰金に
処する。 
 











































































































































































は、50 万元以上 200 万元以下の罰金に処
する。 
 














■第 84 条 電子商取引プラットフォーム経






った場合には、5 万元以上 50 万元以下の罰
金に処する。情状が重い場合は、50 万元
以上 200 万元以下の罰金に処する。 
 











































第七章 附则 第7章 附則 
■第八十九条 本法自 2019 年 1 月 1 日起
施行。 


























































基づく先行損害賠償責任（（（ 条 3 項）が規定されている。
　第三に、消費者の合法的権益が侵害された場合における電子商取引経営者
の法的責任に関する規定である。例えば、77 条によれば、電子商取引経営






に、（ 万元以上 20 万元以下の罰金に処し、情状が重い場合には、20 万元以




是正を命じるとともに、（ 万元以上 20 万元以下の罰金に処することができ、





管理部門が期限を定めて是正を命じるとともに、（ 万元以上 20 万元以下の
罰金に処することができ、情状が重い場合は、（0 万元以上 200 万元以下の
罰金を併科する。この他にも、74 条、7（ 条、（1 条、（（ 条などが挙げられる。
（二）日本法の課題と電子商取引法による示唆









































経済産業省商務情報政策局情報経済課 「平成 30 年度　我が国におけるデータ駆動型社会に係る
基盤整備 （電子商取引に関する市場調査） 報告書」 （平成 31 年 5 月） （https://www.meti.go.jp/
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義を引用しつつ、 広義の電子商取引を 「『コンピューターネットワークシステム』 を介して商取引が
行われ、 かつ、 その成約金額が捕捉されるもの」、 狭義の電子商取引を 「『インターネット技術を用
いたコンピューターネットワークシステム』 を介して商取引が行われ、 かつ、 その成約金額が捕捉さ
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